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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第３四半期の業績（2021年４月１日～2021年12月31日）
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 5,956 △25.7 205 △62.5 318 △53.0 235 △50.9

2021年３月期第３四半期 8,016 △10.4 549 △6.2 677 △3.2 478 1.4
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 167.88 －

2021年３月期第３四半期 341.84 －

　

　
（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 11,538 5,519 47.8

2021年３月期 11,134 5,519 49.6

(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 5,519 百万円 2021年３月期 5,519 百万円

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 　 － － － 40.00 40.00

2022年３月期 － － －

2022年３月期(予想) 40.00 40.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．2022年３月期の業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,000 △25.3 200 △67.8 300 △61.5 200 △63.3 142.86

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
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※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 1,452,000株 2021年３月期 1,452,000株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 52,083株 2021年３月期 51,979株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 1,399,959株 2021年３月期３Ｑ 1,399,918株

(注) 期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、株式給付信託（BBT）にかかる信託口が

保有する当社株式38,280株が含まれております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた

っての注意事項等については、添付資料Ｐ3「業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの影響により依然として厳しい状況が続い

ていたものの、新規感染者数が大きく減少したことから足元では制限緩和による経済活動の正常化に向けた兆し

が見え始めました。しかしながら、その後の新たな変異株の拡大懸念や半導体をはじめとする電子部品等の調達

遅延、原材料価格の高騰など、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移しました。

このような経済情勢の下、当社は全社を挙げて業績の確保に努めました結果、当第３四半期累計期間の業績は、

売上高59億５千６百万円（前年同四半期80億１千６百万円、25.7％減）となりました。

利益面では、販売活動費用や研究開発費の増加等により、営業利益は２億５百万円（前年同四半期５億４千９

百万円、62.5％減）、経常利益は例年に比べ賃貸資産管理費が増加したこともあり３億１千８百万円（前年同四

半期６億７千７百万円、53.0％減）となりました。四半期純利益は、投資有価証券の売却益が計上されたものの

経常利益の減少が大きく、２億３千５百万円（前年同四半期４億７千８百万円、50.9％減）となりました。

各セグメント別の業績は次のとおりであります。

包装機械部門におきましては、新型コロナウイルスの影響が継続しているものの、営業活動や展示会の再開等

により引き合いが増加し受注も前年同期比６割増と回復傾向にありますが、売上高は28億６千８百万円（前年同

四半期38億６千万円、25.7％減）となり、セグメント利益は、売上高の減少に加え販売活動費用の増加や開発費

用等の増加により第２四半期累計期間よりは改善したものの、セグメント損失５千２百万円（前年同四半期セグ

メント利益３千３百万円）となりました。

生産機械部門におきましては、大型プロジェクトの引き合いが堅調に推移しており、受注高は前年同期比で57

％増加しているものの、当期売上になる案件は減少していることから、売上高30億８千７百万円（前年同四半期

41億５千６百万円、25.7％減）、セグメント利益６億５千６百万円（前年同四半期９億１千４百万円、28.3％

減）となりました。

また、共通費は３億９千７百万円（前年同四半期３億９千９百万円、0.4％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

流動資産は、前事業年度末に比べて11.1％増加し、67億７千３百万円となりました。これは、流動資産のその

他に含まれている前渡金が２億４百万円減少したのに対し、仕掛品が２億８千８百万円、現金及び預金が２億７

千５百万円それぞれ増加したことなどによります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて5.4％減少し、47億６千４百万円となりました。これは、繰延税金資産が

７千７百万円増加したのに対し、投資有価証券が２億５千４百万円減少したことなどによります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて3.6％増加し、115億３千８百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前事業年度末に比べて10.4％増加し、39億２千８百万円となりました。これは、支払手形及び買

掛金が３億９千９百万円、賞与引当金が２億２千４百万円それぞれ減少したのに対し、前受金が10億２千７百万

円増加したことなどによります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて1.6％増加し、20億９千万円となりました。これは、リース債務が２千９

百万円減少したのに対し、退職給付引当金が４千２百万円増加したことなどによります。

　この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて7.2％増加し、60億１千８百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前事業年度末に比べて0.0％減少し、55億１千９百万円となりました。これは、利益剰余金が

１億７千６百万円増加したのに対し、その他有価証券評価差額金が１億７千６百万円減少したことなどによりま

す。
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（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

業績予想につきましては、2021年５月11日に公表いたしました2022年３月期通期の業績予想に変更ありませ

ん。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,898,395 2,173,874

受取手形及び売掛金 2,418,719 -

受取手形、売掛金及び契約資産 - 2,610,404

電子記録債権 130,454 237,531

商品及び製品 406,665 526,086

仕掛品 612,006 900,379

原材料及び貯蔵品 8,444 9,575

その他 676,876 369,382

貸倒引当金 △54,772 △53,851

流動資産合計 6,096,790 6,773,382

固定資産

有形固定資産

建物 1,803,270 1,806,578

減価償却累計額 △1,474,609 △1,488,068

建物（純額） 328,660 318,509

構築物 228,834 228,834

減価償却累計額 △217,337 △217,950

構築物（純額） 11,497 10,884

機械及び装置 1,825,688 1,825,688

減価償却累計額 △1,755,607 △1,766,917

機械及び装置（純額） 70,080 58,771

車両運搬具 8,809 8,809

減価償却累計額 △8,537 △8,639

車両運搬具（純額） 271 170

工具、器具及び備品 230,222 230,255

減価償却累計額 △221,599 △221,910

工具、器具及び備品（純額） 8,622 8,345

土地 1,512,578 1,512,578

リース資産 355,055 361,235

減価償却累計額 △106,750 △141,101

リース資産（純額） 248,304 220,133

有形固定資産合計 2,180,016 2,129,392

無形固定資産 40,880 42,210

投資その他の資産

投資有価証券 1,768,702 1,513,987

関係会社株式 14,093 14,093

繰延税金資産 112,579 190,543

その他 1,021,496 974,616

貸倒引当金 △100,000 △100,000

投資その他の資産合計 2,816,871 2,593,240

固定資産合計 5,037,768 4,764,844

資産合計 11,134,559 11,538,227
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,899,401 1,499,418

1年内返済予定の長期借入金 200,600 134,600

リース債務 53,309 52,694

未払法人税等 25,455 41,933

前受金 642,290 1,669,891

賞与引当金 400,458 175,697

品質保証引当金 92,863 119,802

その他 242,465 234,278

流動負債合計 3,556,845 3,928,316

固定負債

長期借入金 775,800 787,000

リース債務 182,680 153,391

退職給付引当金 972,716 1,015,500

役員株式給付引当金 21,476 28,435

その他 105,580 106,275

固定負債合計 2,058,253 2,090,602

負債合計 5,615,098 6,018,919

純資産の部

株主資本

資本金 954,000 954,000

資本剰余金 456,280 456,280

利益剰余金 3,369,683 3,545,737

自己株式 △89,138 △89,319

株主資本合計 4,690,826 4,866,699

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 828,634 652,608

評価・換算差額等合計 828,634 652,608

純資産合計 5,519,460 5,519,307

負債純資産合計 11,134,559 11,538,227
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（２）四半期損益計算書

第３四半期累計期間

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 8,016,384 5,956,357

売上原価 6,321,909 4,544,513

売上総利益 1,694,475 1,411,844

販売費及び一般管理費 1,145,213 1,205,993

営業利益 549,261 205,851

営業外収益

受取利息 4 1

受取配当金 39,366 38,539

受取賃貸料 128,689 127,125

雑収入 15,286 27,065

営業外収益合計 183,346 192,732

営業外費用

支払利息 7,282 6,256

不動産賃貸費用 46,096 69,532

雑支出 1,690 4,496

営業外費用合計 55,069 80,285

経常利益 677,538 318,298

特別利益

投資有価証券売却益 2,617 19,800

特別利益合計 2,617 19,800

税引前四半期純利益 680,156 338,098

法人税等 201,604 103,071

四半期純利益 478,551 235,026
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、生産設備の請負

契約に関して、従来は、請負契約の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には、工事進行基準によって

おりましたが、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧

客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義

務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した実際原価が、見積原価総額に占める割合に基

づいて行っております。また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることが

できないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しています。なお、

契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約について

は代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識し

ております。また、海外への販売等について、従来は船積み時等に収益を認識しておりましたが、検収時に収益を

認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期

間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期累計期間の売上高は151,882千円増加し、売上原価は157,451千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ5,568千円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は1,440千

円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手

形及び売掛金」は、第１四半期会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとしまし

た。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法によ

り組替えを行っておりません。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はありま

せん。

　


